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需要体系分析による家計食料需要の統計的検証
　　　　　　一Roむterdam　demand　syste斑の推定と検定一

松田　敏信
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1．序

　家計食料需要（以下，食料需要と略す）は，農産物需要の末端を形成し，農業

生産の在り方をその想下から規定する。かかる食料需要を実証的に分析すること

は農業経済研究の一翼を担うものであるが，実証分析がその方法論としてしばし

ば依拠する需要理論と，現実の食料需要との整合性を確認することは，分析の科

学性・客観性を保持するための前提として重要であることはいうまでもない。従

って，需要理論から導かれる種々の制約条件が現実の消費者行動に妥当するかど

うか，という視点に立ってわが国の食料需要の特徴を明らかにすることは意義あ

ることと考えられる。

　しかしこれまで，わが国の家計消費需要（以下，消費需要と略す）を対象とし

て需要理論に関する仮説の検証を扱った研究（Suruga［19801，橋本〔1986］），

あるいは，わが国の食料需要を対象とした需要体系の推定過程で，幾つかの制約

条件に関して仮説検定を付随的に行った研究（澤田裕｛1980b1，澤霞学119811，
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Sasaki【1993】等）はあるが，このような仮説の検証に焦点を当てて，制約条件

の妥当性について詳細に吟味するという視角からの食料需要分析は十分になされ

てきたとは言い難い。

　そこで本稿では，仮説検定に適した需要体系の1つであるRotterdam（蓬emand

system（Barte鍛〔ig641，Thei彗1965D（註1）を用いて，需要理論に関する幾つか

の仮説を統計的に検定し，わが国の食料需要に対するその妥当性について考察す

るとともに，各制約条件下における推定結果を比較・検討することによって，わ

が国の食料需要の特徴を捉えることを課題とする（註2）。

2．分析の理論的枠組み

　　　篇（∂α’／∂y）（dy一Σノαノ⑳ノ）＋Σ」（∂11∫／∂ρノ）4ρず　∀ヱ

ここで，予算制約式を全微分して得られる

　　Σ∫P∫dq∫＝dy一Σ」q，dp∫

なる関係を（3）式に代入すると，

　　dα’＝（∂α」／∂y）Σ1P／d｛～ノ＋Σノ（∂ん／∂ρノ）dρ，　∀f

この両辺にp’／yを掛けると，

　　階d1轟αξ＝β’Σ〃ノdl嶽α，＋Σ5γ」ノd1識ρノ　∀ゴ

なる微分需要方程式体系が導かれる。但し，β’，γ，∫はそれぞれ

　　β’≡P’∂αゴ／∂y　∀f

　　γ’ノ蕊…（ρ」ρ，／y）（∂1～’／∂Pj）　∀ゴ，ブ

1）分析モデル

　ρξを財f∈｛1，．．．，η｝の価格，争を財∫の需要量，γを総支出（所得），助篇爵’qf／yを

財∫の支出比率とする。いま，効用関数μ（φ霜μ（②：，＿，σ。）を予算制約ア臨潟fP’α’

の下で最大化することによって

　　αξ講9’（y；P1，．。◎，ρ。）　∀」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（D

なる需要関数が得られ，更に，（1）式よりSlutsky方程式

　　∂α’／∂Pノ繍∂ゐ，／∂Pノー（∂｛～’／∂y）9」　∀ま，∫　　　　　　　　　　　　　　　（2）

が導かれる。但し，α瓢（α！，．．．，αη）は消費ベクトル，んはHicksの需要関数

（補償需要関数）である。（1）式を全微分し，（2）式を代入すると，

　　dαド＝（∂αf／∂y）dy＋Σ∫（∂αf／∂Pノ）（加，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

（4）

により定義されるパラメータである。β’は財∫の限界配分率（marginal　share）

であり，総支畠が1単位増湘したときに財ゴへの支出がどれだけ変化するかを表

す。β’＞Oならば財ゴは正常財，βξ＜0ならば下級財である。また，γ’，＞0なら
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ば財ゴ，ノは互いに代替関係，γu＜0ならば互いに補完関係にある。ここで，（4）式

を実際に推定可能とするために差分形で近似し（註3）誤差項ぴμを導入した

　　εサ」篇ε’ノ十鰹∫ηξ＝＝γξノ／絃’

AIIenの代替弾力性：

　　σゴノ瓢ε亨ノ隔篇γ’ノ／（耀」勘）

　この需要体系において，

メータの鰯約式として表される。

　　晒重△1nGゴ重臨β’Σ」騨μ∠』玉1Lαμ＋Σ∫γ」，ム1npμ＋μμ　∀ゴ　　　　（5）

なる差分方程式体系がRotterdam　dernand　systemである（註4）。ここに，

　　△1nαμ…織霊qμ一1nαμ一1　∀ゴ，重∈｛2，．．．，T｝

　　△1轟Pμ≡1npμ一1擁Pノ藍一1　∀．タ∈≡…｛1，．．．，η｝，亡

　　野ξ¢蕊≡…（醒，‘十餅fε＿1）／2　　∀ゴ，亡

であり，また誤差項は，

　　E（こ1ゴ¢）＝0　　∀」，重　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

　　cov（ロ，らαノ，）瓢σ亨」＜。。∀ゴ，ノ，孟　　　　　　　　　　（7）

　　coy（μ，重，μノ。）篇0　∀ゴ，ノ，瘍se｛2，＿，7｝（s≠の　　　　　　　　　（8）

なる多変：量正規分布に従うと仮定する。但し，σ，ノは定数であり，添字重，sは観察

時点を表す。

　このようなRQtter（恥m　demand　sy＄temの需要弾力性は，以下の式で与えられ

る。

支出弾力性（所得弾力性）：

　　？2，瓢βゴ／翫　∀ゴ

Marsh浦の価格弾力性（通常の価格弾力性）：

　　ε，ノ瓢γu／断一耀，η’＝γη／晒一βξ酌／翫　∀ゴ，ノ

Hicksの価格弾力性（補償された価格弾力性）：

　　　　　　　　　　　　　　　　∀ユ，」

∀f，ブ

需要理論から導かれる制約条件は，以下のようなパラ

L収支均等（adding・叩，　summabi駄y）条件

　　Σ’β’繍1，Σ」γ’ノ縮0　∀ノ

H．購次性（homogeneity）条件

　　Σノγ’ノ＝0　∀ゴ

皿．対称性（symmetry）条件

　　γ”＝γ”　∀エ，．7

W．負性（negativity）条件

　　γ’f≦0　∀∫

V．加法性（撫dditivity）条件

　　γu騨φ（δ∫ノβf一βゴβ，）　∀」，ブ
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但し，φはパラメータ，δuはKronecker’s　del餓（距∫のとき1，∫≠ブのとき

0）である。

　制約条件Lは，予算制約y＝Σ5p∫①が満たされるための条件である。支出比

～寺・・について常にΣf酌＝1が成り立つことから，Rotterdam　demand　systemにお

いて収支均等条件は自動的に付加されることになる。制約条件Lは，各財に対

する需要が総支出と価格に関して0次同次であること，すなわち，総支嵐と各

回の価格が全て定数倍になっても各財に対する需要は不変であって，消費者に貨

幣錯覚（money　illusion）がないことを意味する。鋼約条件嬢，は価格変化の代

替効果が対称的であること，すなわち，財プの価格変化が財ゴの需要に及ぼす代替

効果∂島／∂p，と，財fの価格変化が財ブの需要に及ぼす代替効果∂瓦／∂ρ，とが等

しいことを表す。また，二二条件w．は効用関数が強い意味で擬闘（s顧ctly

quasi・concave）であるための，すなわち限界代替率逓減の原理に矛盾しないた

めの条件であり，代数的には，Slutsky代替行列κ繊［∂カ’／∂p月が半弓定値

（negative　semi・def1nite）であることを意味する。これら制約条件L～W．は，

需要量の非負性（non・negativity）条件Q，≧0∀ゴと併せて，（4）式の積分から

効用関数を導出できること，すなわち積分可能性（integrabihty）を保証する

もので，需要理論の内部整合性を保持するための一般的制約条件である。

　一方，制約条件V，は，効用関数の分離可能性（註5）の概念の1つであり，効

用関数ロ（α）篇纏（Φ，．．．，q。）が財の集合｛1，。．．，η｝に関して強分離（加法分離）可能

（stro数g｝y　or　additively　separable）であること，すなわち，μ（σ）が

　　μ（α）＝徽F［こ11（α1）→一．●．＋ひη（｛～η）〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）

なる形で表現されることを意味する。ここに，μ’（q’）は財ゴに対応する部分効用関

数，灰ロ1＋．．．＋伽）は（α1＋．．．＋ロ。）の単調増加関数である。このとき，2つの

財ゴ，∫の間の限界代替率μ」（α）ん，（α）（但し，α’（α）…∂μ（α）／∂α’）は，∫，ノ以外の

財の需要量σk（k≠ゴ，∫）には無関係となる。（9）式のような関係は効用関数に単調変

換を施すと成立しなくなるので，加法的効用関数は基数的効用概念に基づくもの

とみなせる。

　なお，Rotterdam　demand　svstemに上記の制約条件L～V，の1つが課さ

れる場合，それより小さい番号の制約条件は金て満たされていることが仮定され

る。例えば，加法性条件が課される場合には，収支均等条件，同次性条件，対称

性条件，ならびに負性条件の成立が仮定されている。

2）仮説検定の枠組み

　本稿では，Rotterdam　dem撒d　s｝・sもemの推定を通して，以下のような枠組み

に従い，需要理論に関する幾つかの仮説について統計的検定を行っていく。
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　まず，需要体系における定数項の必要性，すなわち，総支出と価格以外の要素

が需要に及ぼす影響の有無に関して仮説検定を行う。そのために，需要量の変化

を総二二と価格の変化のみで説明する形になっている（5）式に定数項α’を導入し

た

　　貼重△王轟q’診量α’＋β’Σ拶μ△1nαμ＋Σノγリム王npμ＋ロ∫ε　∀ゴ　（5’）

なる需要体系を取り上げる。ここで定数項は，習慣形成や嗜好の変化といった消

費者選好の趨勢的なシフトの割合を表すものと考えられる。なおこの場合，収支

均等条件よりΣfα，＝0なるパラメータの鋼約が新たに付加される。

　次に，定数項の必要性に関する仮説検定の結果に基づき，需要理論から導かれ

る制約条件を逐次検証していく。すなわち，定数項の必要性が受容された場合に

は（5’）式に，受容されなかった場合には（5）式に，逐次制約条件を付加しその妥当

性を検証する。帰無仮説の対象となる制約条件は，前小節の制約条件1．～V．

のうち同次性条件，対称性条件ならびに加法性条件であり（註6），対立仮説と

しては，制約条件なし，ならびに当該帰無仮説よりも番号の小さい各制約条件が

採用される。

　更に，他財の価格の変化が当該財の需要に与える影響の重要性を検証するため

に，総支出と当該財の価格のみに依存し，他財の価格とは独立な

　　貼ε△1厩α㍑漏α’＋β‘Σ〃μ△1nαμ＋γ」」△ln（Pμ／pη∂＋ロ’重　∀f

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
なる需要体系を，ならびに，価格の変化が需要に与える影響の重要性を検証する

ために，代替項のない

　　7み△1簸αほ＝α」＋β∫Σノ蔵7重△1獄Gμ＋ロ，藍　∀f　　　　　　　　（11）

なる需要体系を取り上げて検定の対象とする。（10）式，（11）式は収支均等条件，

同次性条件，ならびに対称性条件を満足するので，対立仮説としては，鋼約条件

なし，同次性条件，対称性条件が採用される。但し，（5’）式に対する検定の結果，

定数項の必要性が認められなかった場合には，（10）式，（11）式の推定は定数項を

除いた形で行うことになる。

　需要理論に関わる以上6つの仮説について統計的検定を行うに当たり，検定

法としては尤度比検定を用いることにする。すなわち，ム．を当該二二を課したモ

デル（帰無仮説のモデル）の尤度，L。を当該制約を課していないモデル（対立仮

説のモデル）の尤度とすると，尤度比λはλ≡ム．／乱と定義され，このとき尤度比

検定統計量LR≡一21nλは，両モデルの推定すべきパラメータ数の差を自由度とす

るκ2分布に漸近的に従う（Barten［1969】，　pp．67－68，　Deaton［19741，p．360）

ことを利用する。

　なお，特に小標本においては，真の分布はκ2分布よりも裾が重くなるため，尤
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度比検定は棄却の方向にバイアスをもつことになる（註7）。このような尤度比

検定統計量の小標本バイアスに対処するための1つの方法として，本稿では，

Anderson［1984｝によって提示された線形仮説に対する尤度比検定統計量の漸近

的拡張（註8）をより一般化した，王tahaner［1985｝による以下のような修正尤度

比検定統計量（以下，修正統計量と略す）（註9）を検定の際に併せて考えるこ

とにする（註10）。

　　zフ7≡≡…（四〃）ム1～＝一（fr＋f翼）lnλ

ここに，

　　ff…簸［（η一1）（7一一1）一Cf一η（η一1）／2］／〔（ノ7－1）（7－1）〕

　　f。罰（η一1）（7－1）一。ゾη（η一1）／2コ／［（η一D（卜D3

但し，（η一Dは体系における推定すべき方程式数（T－1）は観察データ数，c．，

c。はそれぞれ当該仮説を課したモデル，課していないモデルにおける体系全体の

推定すべきパラメータ数である。

3．データ

　分析に供するデータは，総務庁統計局r家計調査年報』における「全国勤労者

世帯1世帯当たり年平均1か月間の支出金額（中分類）」，同じくr消費者物

価指数年報』における「全国中分類指数」より作成した，1963年から1995年

までの33年問にわたる年次データである。本稿では，これら中分類データ中の

　　　　　『家計調査年報』中分類　　　　　　　　　集計5費邑分類

　　　　　穀類　　一一一一一一一一一一一〉　穀類

　　　　　雛モ≡≡ヨ…一L卵

　　　　　箪i蕩．海一＝＝「〉　野菜．果物

　　　　　独脂・調味料

　　　　　菓子類
　　　　　調理食贔　　　　　　　　　　　　　　　　飽の食料

　　　　　飲料
　　　　　酒類

　　　　　外食　　一一一　外食
図1　『家計調査年報』における食料費圏の中分類と集計5費霞分類との対応
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食料12費園を図1のように5費囹に集計したものを適用する。なお，価格指数

については，各基準年におけるウェイトで加重平均して集計した上で，接続計算

を施し1990年基準の指数に変換する。

4．計測結果と考察

1）綱約条件に関する尤度比検定の結果

　（5）式ならびに（5）式に各制約条件を課した需要体系を，Zellner［19621による

＄eemingly　unrelated　regression（SUR）の効率的推定法に反復を付したiterative

seemingly　unrelated　regression（ITSUR，　Kmenta　and　Gilbertμ9681）（註U）に

よって同時推定した（註12）。表1には制約条件に関する尤度比検定の結果が示

されている。

　まず，定数項の必要性に関する仮説検定を行ったところ，定数項は必要ないと

いう仮説は，修正統計墨を胴いた場合でも有意水準1％で棄却され，定数項の

必要性が認められた。このことは，わが国の食料需要を説明する上で，総支出と

価格以外の要素，すなわち，習慣形成や嗜好の変化等の影響を無視できないとい

うことを意味する。Suruga【19801で指摘されているように，定数項の妥当性に

対する1つの解釈として，データの観察期閥が長くなるほど総支出と価格以外

の要素の重要性が増すことが考えられる。本稿の場合，高度経済成長期を含む

33年聞という比較的長期の時系列データが用いられており，検定結果から，こ

の期悶にわが国の食料需要に対する消費者の習慣形成がなされたこと，あるいは，

消費者の嗜好が変化してきたことが示唆される。定数項の必要性に関する以上の

検定結果に基づき，以下では，定数項を付けた上で他の制約条件を課していくこ

とにする。

　次に，他の制約条件に関する検定結果をみると，同次性条件が妥当であるとい

う仮説は有意水準10％で採択された。対称性条件が妥当であるという仮説につ

いては，紺立仮説を綱約条件なしとした場合にも，岡次性条件とした場合にも，

有意水準5％で（修正統計量を用いた場合には有意水準10％で）採択された。

また，加法性条件の妥当性については，対立仮説を捌約条件なし，あるいは岡次

性条件とした場合には有意水準1％で，対称性条件とした場合には有意水準10

％で，それぞれ採択された。更に，他財価格と独立な需要体系の妥当性について

は，対立仮説を綱約条件なし，あるいは岡次性条件とし，かつ修正統計量を用い

た場合にのみ，有意水準1％で辛うじて採択されたが，対立仮説を対称性条件

とした場合には有意水準1％で棄却された。最後に，代替項のない需要体系が
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表1制約条件に関する尤度比検定の結果

対立仮説

帰無仮説 剃約条件なし（定数項あり） 同次牲条件 認称｛生条件

霞由度一2111λ　κ言．1。　κぎ．・5　κぎ．・、 自由度　一21nλ　　Z8，1G　Zぎ、。5　λ1ぎ．。1 自由度　　一2h｝　λ　　　え18．10　　1とぎ．　G5　　λr　8、　G1

1

00
1

鱗約条件なし
（定数項なし）

岡次性条件

対称性条件

加法｛生条件

他財価格と独立

代替項なし

4

4

10

19

22．632　　　　　7．779

（16．266）

　6．656宰＊写　　7，779

（4．784宰寧翠）

18．275率寧　　15。987

（i3．564＊寧累）

32．740率　　　27．204

16　　　　39．443

　　　（3〔｝．199写）

20　　　　　68．645

　　　（53．629）

9．488　　　13．277

9．488　　　13．277

圭8．307　　　23．209

30．144　　　36，ま9圭

23．542　　　26、296　　　32。｛｝｛｝｛｝

28，412　　　31．410　　　37．566

6

15

里圭．619累寧　　10．645

（8．805宰＊堵）

26．084串　　　22．307

！2　　　　　32．78？

　　　（25．615寧）

16　　　　　6圭，989

　　　（49．398）

12。592　　　16．812

24．996　　　3⑪，578

18．5畦9　　　21．026　　　26．217

23．542　　　26．296　　　32．000

9

6

10

14．464買寧轍　14、684　　　16，919　　　21．666

21．！68

（17．034）

50．370

（4L319）

／0．645　　　12．592　　　16．812

15．987　　　18．307　　　23．209

註1）λ，一21nλはそれぞれ尤度比，尤度比検定統計量を表す。

註2＞括弧内数値はIta玉iamr［19851による修正尤度比検定統計量。

註3）κぎ，ユ・，κぎ．・5，κぎ．。1はそれぞれκ2分布の10％，5％，1％臨界値を表す。

註4）榊，林，＊はそれぞれ帰無仮説が有意水準10％，5％，1％で採択されることを示す。



妥当であるという仮説は，対立仮説をいずれにとっても，有意水準1％で棄却

された。

　これらの検定結果より，同次性条件，対称性条件という需要理論の要請する一

般的制約条件についてはその妥当性が支持され，後に確認される負性条件の成立

と併せて，わが国の消費者行動が食：料需要に関して理論整合的であることが認め

られる。また，加法性条件の妥当性が受容され，効用関数が食料費闘間で強分離

可能であることが示唆される。加法性条件が妥当であるという仮説は，1953年

から1971年までのわが国の消費財に関する5費霞分類（食料，住居，光熱衣

料，雑費）のデータにRotもerdam　demand　systemを適用したSuruga　l1980｝の

研究においては明らかに棄却され，強すぎる劇約条件であることが示されている。

従って，データの観察期間の相違という条件付きではあるが，加法性条件，すな

わち効用関数の強分離可能性は，わが国の消費需要一般については成立しないが，

食料需要にのみ関していえば，妥当な制約条件でありうることが示唆される。更

に，Suruga［19801においては棄却されている，他財価格と独立な需要体系が妥

当であるという仮説については，ここでは対立仮説如何では採択されることが示

された。このことから，他財の価格の変化が当該財の需要に与える影響は，消費

需要一般においては重要であるが，食料需要に関しては無視しうること，すなわ

ち，当該財の需要は総野冊と自己価格の変化，および定数項のみによって説明可

能であることが示唆される。また，代替項のない需要体系が妥当であるという仮

説の棄却より，価格の変化が需要に与える影響の重要性が確認される。

2）各制約条件下におけるパラメータと需要弾力性の推定結果

　表2～表8には各制約条件下におけるパラメータの推定値，ならびに各需要

方程式に関する要約統計量として，決定係数とDurbin・Watson統計量が示され

ている。推定パラメータの符号をみると，加法性条件付加モデルを除いて穀類の

βfは負値であり，また，その他の4費蟹のβ’は正値となっていることより，

穀類は下級財，その他の4下山は正常財とみることができよう。γ月の推定値

は，鰯約条件なしモデル（定数項なし）で外食について正値となっている（註

13）が，尤度比検定で妥当と認められた各制約条件下においてγロ≦0∀」を満

たしているので，検定することなしに負性条件の成立が確認される。なお，決定

係数は計測式が差分形であるためか十分に大きな値とはいえず，特に穀類と外食

について桐対的に小さくなっている。またDurbin－Watson統計量より，各需要

方程式の誤差項について統計的に有意な1階の自己相関は認められない。

　次に，各制約条件下におけるMarshallの需要弾力性の推定値を示した表9～

表13によって，総支出と価格の変化に対する需要反応の大きさをみてみる。支

一9一



表2　Rotterdam　de㎜and　systemの推定パラメータ（制約条件なしモデルー定数項あり一）

費費
f

維定パラメータ

αε βLt γ11 γ犀z γ1日 γ14 γ聖5

決定係数D臓bin・Waもson
　　　　　　統計黛

1．穀類

2．魚介曾肉。乳身日

3．野菜，果ζ｝勿

4．外食

5．徳の食料

一〇．3307

（0．0869）

一〇．2012

（0．1G16）

一〇，1130

（O．077G）

G．328G
（3．G8王G）

G．3169
（O，1169）

一8，84唾7　　　　　置く1．8617　　　　　－2，6811

（3．4191）　　　（1．6904）　　　（3．1254）

46．025　　　　　3．G879　　　　一圭呈．830

（3，7452）　　　　（1．9285）　　　　（3．8Ggl）

22．2婆8　　　　　－1．33三3　　　　　6．6G85

（2．9984）　　　　（1，406？）　　　　（2，7326）

圭G．847　　　　　0．517§　　　　　5．0435

（3．5645）　　　（三．7107）　　　（3，0444）

29，725　　　　　2．5871　　　　　2．8593
（4．2658）　　　　（2．（｝511）　　　　（3，9正50）

圭，6630　　　　　9．8845　　　　　－3．2781

（0．9223）　　　（畦．0344）　　　（2，7856）

圭．8841　　　　－2．3216　　　　　11．917
（1．圭500）　　　　（5．圭圭20）　　　　（3，2582）

一6．7877　　　　　0．8797　　　　　0．1649
（O，9075）　　　　（3，6924）　　　　（2、篠887）

1．1645　　　　　－7，4596　　　　　一（｝．嵯圭26

（止，O146）　　　（4，2641）　　　（3．1085）

2，0761　　　　－0．9829　　　　一・8，3907

（圭、2354）　　　（5．8000）　　　（3，6957）

0．3654

0．8546

0．8613

G．392・1

1．9426

1．5755

圭．7762

1，7142

註1＞各推定パラメータおよび標準誤差に102を乗じた値が示されている。

詮2）括弧晦数値は標準誤差。

註3）決定係数およびDurbin－W蕊so捻統讃置は，各需要方程式の被説聡変数の観察値をそのモデル鑑定値で説明する回帰から得られたものである。

謎4）一は需要方程式が体系鑑定から外されていることを示す。
註5）対数尤度は595、067。

表3　Rotterdanl　deman（1＄yste拠の推定パラメータ㈱約条件なしモデルー定数項なし一）

費目
ゴ

鑑定パラメータ

β、 γ・i γr2 γ・3 γ・4 γr5

決定係数　Dulbin・WaしsOI1
　　　　　　　統計最

i，穀類

2，魚介．頃日9乳身日

3．野菜・果物

・茎．外食

5．他の食料

一9，0994
（3．9312）

45，870
（3，9230）

22．圭6圭

（3、2328）

三i．099

（弓，G200）

29，969
（4，6559）

一4．8159
（1，9361）

3，1158
（1．9824）

4、3155
（生．4563）

G．4723
（里．8855）

2．5432
（2．26G8）

3．i13圭

（3．2568）

一8．3047
（3．3292）

8．5876
（2．4952）

一G．7031

（3．3182）

一2．6930
（3．8649）

0．4王33
（1．1169）

1，1237
（1，G9ユ5）

一7，2145

（0．9040）

2．4038
（i．1402）

3．2737
（玉．2685）

一〇．圭929

（荏．067i）

一8．菊31
（4．0352）

一2，5628

（3，1933）

2，535G電
（4，0602）

8，6738
（4，8038）

一G，2嘆19

（3．13王7）

13．764
（3，3818）

1．2022
（2，6756）

一3．4240
（3．4557）

一lL300
（3．6810）

G．2G68

G．8427

G，8551

0．2599

1．56q6

1．5505

1，7709

1．6261

註1）～註の表2に「司じ。

註5）対数尤度｛ま583，7510

註6）禽は理論的符号条件を満たさないことを示す。

表4　Rotteydam　demand　sys£emの推定パラメータ（二次性条件付熊モデル）

推定パラメータ
蟹目
f

α β，
γ日 γ・2 γ1窪 γ・4 γr5

決定係数Dulbi1〕・WaLson
　　　　　　統計黛

王．穀類

2．魚介・肉・乳卵

3．野菜・果物

・1．外食

5．他の食料

一〇．2859

（0．065G）

一G．G323
（G．08圭マ）

一G．1珪圭7

（0．06圭G）

0．2573
（θ．0670）

0．2027
（0．0867）

一8．5513　　　　　－4．9G80　　　　　－2．2080

（3．4934）　　　（1．62圭0）　　　（3．里630）

47．正31　　　　　2．9圭27　　　　　－1G．046

（4．4971）　　　（2．1236）　　　（3．9571）

22，060　　　　　－1．30圭6　　　　　6．3051

（3．圭575）　　　　（1．4785）　　　　（2．6996）

10、383　　　　　0．59圭3　　　　　4．296里
（3．珪402）　　　　（1，6372）　　　　（3．ig三7）

28．976　　　　　2．7056　　　　　1．6529
（4，3喋37）　　　　（2．1123）　　　　（4．0565）

圭．5526　　　　　8、6832　　　　　－3，1198
（（｝．9676）　　　（3、9273）　　　（2．9867）

玉、崔681　　　　　－6．8474　　　　　　12．5三3

（圭．2725）　　　（4．7681）　　　（3．3337）

一6．7｝．69　　　　　　王．6500　　　　　0．0633

（0．8956）　　　（3．6254）　　　（2．6792）

1．3386　　　　　－5．5639　　　　　－0．6621

（σ．9982）　　　　（3，8773）　　　　（2，7372）

2，3576　　　　　2．G782　　　　　－8，7942

（1，35玉9）　　　（5．4565）　　　（3．7110）

G．35畦3

0．8273

0．8602

0，3671

1，9013

1．5395

1，7494

1，7808

註1）～誰4＞表2に債］じ。

警手5）対数尤度1ま591．7390

表5　Rotteydam　deユ1玉and　s｝嚇emの推定パラメータ（対称性条件付加モデル）

推定パラメータ
費目
f α　・ β， γ、＝ γ・2 γ・3 γ，4 γ尾5

決定係数DurbiローWatsOn
　　　　　　統計量

圭．穀類

2．魚介・肉・乳卵

3，野菜・果物

4，外食

5．他の食料

一G．20GG
（0．0589）

一G．1287
（0．08ユ2）

一〇．1709

（0、0527）

0，2385
（0，0716）

G、2610
（0．0743）

一6．28G4
（2．9三34）

弓3．277
（〈1．176圭）

2崔．GGO
（2．5006）

11．258
（3，4436）

27，746
（4．1184）

一4，7549

（1．4268）

1．881了

（1，7557）

0．3991
（O，8265）

1．5072
（1．6613）

G．9669
（1．5800）

1，88圭7

（1．7557）

一13，5G7
（4，0365）

2．69G2
（ユ，132の

2．3029
（3．2135）

6．6325
（3．GG76）

O，399圭

（0．8265）

2．6§G2
（1，132彗）

一6．0888
（0，87ユユ）

1．7159
（0．9971）

i．2836
（1、1334）

1．5072
（1．6613）

2，302§
（3．2135）

1，7159
（o．997ユ）

一5．2393
（畦，4839）

一〇．2867

（2．8866）

0．9669
（1，5800）

6．6325
（3．0076）

至．2836
（圭．圭334）

一G．2867

（2，8866）

一8，5964

（3．3586）

O，2662

0，8050

G．849里

0．3553

圭．8G83

圭、婆333

i．6674

1．7233

言主1＞～註4）表2に暇じ。

誰ら）対数尤度は585．930。
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表6Rotteydam　demalxl　systemの推定パラ　表7　Rot£erdam　dema1｝d　systen≧の推定パラメータ
　　　　メータ（加法性条件付加モデル）　　　　　　（他財価格と独立なモデル）

端場
1

推建パラメータ 　　　　　Dし11bil｝胃

決定係数　　watson
　　　　　統計貴

輩目
1

推定パラメータ

α β、 α星 β1

　　　　　　　　Dulbin．
　．．…　　決定係数　　Watson

γrr　　　　　　　　統計黛

1，穀類

2．魚介・肉・乳卵

3．里予菜●　果物

4、外食

5．他の食料

φ薫一36，982

一G．2677

（o．062の

一〇，0868

（0．⑪786）

一G．圭3・茎里

（O．050D

o。2413
（0，0536）

G、2473
（0．07i2）

（5．4350）

0．4100　　　　　G．GOO1　　　　1．7986

（2．6369）

39，385　　　　　0，7849　　　　1．46i4

（3．5779）

22．009　　　　　G．85王0　　　　1．6064

（2．5269）

」0．832　　　　0、3360　　　1、8852

（2，9119）

27，364　　　　　　　一　　　　　　　

（2．9932）

1，穀類

2．魚介・肉・創見

3．野菜●果牛勿

姦，外食

5，他の食料

一Q，199？

（G．0584）

一G．G401
（0．G70生〉

一〇．1862

（（｝．0592）

0．2圭87
（⑪．G6圭1）

0，2072
（0．0779）

一4．5094
（2，8514）

・鐙．王50

（3，93・三6）

27，097
（2．8427）

9．4圭95

（3．4784）

27．844
（違．2232）

Q．6034　　　　0．2075　　　　2．G273

（1．185§）

一5．7170　　　0．7893　　　L4793
（2．9783）

一4．35Gg　　　　G．8059　　　　ヨ．7896

（o，952D

－0，074ユ　　　　0．2535　　　　2，08σ7

（3．正662）

一圭2．745　　　一　　　　　一
（3．82io）

誼ユ〉～註4）表2に嗣じ。

註5）対数尤度は，678．697。

表8　Rot｛le鴛daユn　d¢隷玉and　system

　　　　の推定パラメータ（代替項なしモデル）

註エ）～詮の表2に同じ。
言主5＞薫重数尤度　ま，　575．346。

表9MarshaUの需要弾力性の推定値
　　（制約条件なしモデルー定数項あり一）

難i
エ

推定パラメータ 　　　　　Durbi置｝．
決驚係数　Wats。11
　　　　　統計黛

f 支出弾力性
　　ηr　　　　εロ

綴格翼｛力性εu

α＝ β，
ε‘3 ε　星3 ε　14 ε　r昏

i．穀類　　　　　一G．2玉29　　－5，0925
　　　　　　　（｛｝．〔｝6ユ3）　　　（2．7844）

2．美｛1介。肉塵乳夢日　　一〇，0212　　　　　36．ご茎躊7

　　　　　　　（0，0787）　　　（3，7072）

3．野菜・果物　　一G．2422　　27．271
　　　　　　　（G．08（｝i）　　　（3．8687）

4、外食　　　　　　　　 0．2181　　　　9．368…

　　　　　　　（0．0570）　　　（2，8475）

5．他の食料　　　　G．2583　　32，007
　　　　　　　（e．G773）　　　（3．7266）

0．（｝820　　　　2．1142

0．7257　　　聖．7259

0，6GOO　　　　1，8謡32

⑪．2530　　　　2．0833

1，穀類

2．魚介・肉・乳卵

3．野菜・果物

4，外食

5．他の食料

一〇，5929　　－0，2375　　－G．G（｝56　　　0、2161　　　0．737｛茎　　一G，0688

（θ．2292）　（0，1055）　（〔｝，232畦）　（0．G7圭3）　（（｝．2849）　（0．正589）

里．5667　　－G．三286　　－0．8630　　－O，2123　　－0．2766　　　0．OG69

（G．圭275）　（G．（｝60G＞　（O．1372）　（O，0435）　（0．1829）　（0．　G987）

1，26圭圭　　一〇．2636　　　0．004韮　　一〇．6072　　－0，圭092　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－0．3116
（0，170｛｝）　（0，0734）　（（｝．i695）　（G．058隻）　（｛｝．2i98）　（0，1234）

G．8600　　－G．0872　　　0．1472　　－G．059〈1　　－0．6999　　－0．2516

（G．2826）　（G．…250）　（0．2675）　（0．094§）　（0，3577）　（0，2123）

1．童679　　－0，0726　　－0．2307　　－O，1245　　－0．1859　　－0，6269

（0，1676）　（0，0741）　（0．里638）　（G．G562）　（0．2402）　（G．圭242）

註D～醗・三〉表2に間じ。　　　　　　　　　　　　　　　　　註1）データの標本平均において辞価した値である。
誰5）対数尤度は，560，745。　　　　　　　　　　　　　　　　謎2）括弧内数値は標準誤差。

表玉OMa聡hanの需要弾力性の推定値（旧約条件なしモデルー定数項なし一）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　価格弾力性ε、，
f 支出弾力性

　ηr ε　d ε　罪2 ε　r3 ε‘4 ε犀5

1，穀類

2．魚介・肉・乳卵

3．野菜・果物

4．外食

5．他の食料

一〇，610G　　　　　－0，2319　　　　　0．3879

（0．2635）　　　　（G．1219）　　　　（（｝、2349）

1．5614　　　　　－0．i269　　　　　－0．7畦圭4

（0．至335）　　　　（O，0650）　　　　（O，1253＞

董．2562　　　　　・一〇，2620　　　　　　0．Ii78

（0．1833）　　　　（O，0786）　　　　（0．1526）

0，8800　　　－G．0938　　　－0．3正43
（O．3187）　　　　（0．三420）　　　　（0．29GO）

三．§774　　　　　－O，0757　　　　　－0，45主7

（0．1829）　　　（0，0851）　　　（0．167三）

0，1353
（0．0880）

一G．2372

（0．G443）

一〇，63G6

（O，0619）

0．0353
（G．1060）

一〇．0791

（0，0584）

G．G640
（0，2955）

一〇．48適7

（0，1478）

一G．3037
（0．夏967）

0，0900鳥

（0．3481）

G．1923
（G。2033）

G、1390
（0．圭74D

O，0711
（0，0965）

一G、2516
（O、正288）

一〇．・茎955

（0．2322）

一〇，7437

（0．1198）

註1），註2）表9｝こ同じ。

註3）職は理諭的符号条件を満たさないことを示す。

　　表11Marshallの需要弾力性の推定値（同次性条件付加モデル）

¶西絡ヨ挙プコ性ε　，J

ノ ：支出弾力性

　η∫ ε　厘ユ ε　‘2 ε　r3 ε　r4 ε　！5

1．穀類

2．魚介・肉・毅卵

3，野菜・果物

4．外食

5，他の食料

一〇．5733

（0．2342）

1．604護

（0．1531）

1．2505
（0、1790）

0．8233
（0．2728）

1，1385
（O，1707）

一〇．2435

（0．G996）

一〇，1旗σ2

（O．0668）

一G．2603
（G．0784）

一G，0759
（σ，i2σ8）

一〇，0635

（G．0787）

O．0204
（O，2397）

一〇．8i33

（0，1526）

一〇．0099

（O．互746）

O，0988
（0，2764）

O，2695
（0．1761）

G、2052
（G．0724）

一σ．2331

（0．0479）

一〇．6G14

（0，0575）

一G．0391
（σ．G863）

一〇．1082

（o，0598）

o．6544
（0，2789）

一〇．435・望

（0．1724）

一〇．0642

（O，2圭64＞

一〇，54§（｝

（G．326G）

一G．0619
（G．2242）

一〇．0632

（0．1668）

O，Oi76
（O．09io）

一〇．3147

（0．1275）

O．2620
（0．i834）

一〇．6353

（O．1234）

註）表9に殉じ。
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表12Marshallの需要弾力性の推定値（対称性条件付触モデル）

価格弾力姓εり
ゴ 支出弾力性

　η蟹 ε　d ε　星2 ε沼 ε　r4 ε　r5

1．穀類

2．づ1釈介巳肉●孚L項日

3，野菜・果物

4．外食

5．他の食料

一〇．42！G

（0，生953）

圭．4732

（G．玉422）

1．3604

（0，1418）

0．8926

（0．2730）

1．0901

（0．1618）

一〇．2560

（0．0956）

一G．圭557

（G．G583）

一G．18G3

（0，0越86）

一〇，O137

（0，1212）

一〇，1246

（0．0626）

（｝．2498　　　　　0．1010　　　　　0，1541

（G．1422）　　　　（G．0629）　　　　（0．l192）

一〔｝．8926　　　　　－G．生683　　　　　－G．1074

（0，玉563）　　　（G．G421）　　　（G．圭151）

一〇．2472　　　－0．5851　　　－G．G743

（0．0826）　　　　（0，G534）　　　　（G．G625）

一〇．0796　　　　　－O，G2圭‘茎　　　　一〇．5280

（0．27G2）　　　　（0，086嘆）　　　　（0．3743）

一〇．0597　　　　　－0，14玉9　　　　　－O．1嘆88

（0．1411）　　　（0．0515）　　　（0．i228）

0．1720

（0，1025）

一G．生492

（G．G902）

一〇．2735

（0．（｝677）

一〇．2・茎99

（0．玉984）

一〇．6圭52

（G，王圭57）

註）表9｝こ澗じ。

　　　表13Marsh謹の需要弾力性の推定値（加法性条件付舶モデル，他出価格と独立なモデル

　　　　　　　　代替項なしモデル）

加法牲条件付辮モデル 他財価格と独立なモデル代替項なしモデル

f 支出弾力性

　ηr

価格弾力性εu

ε日 εr2 ε　r3 ε饗4 ε＝5

支出弾力性

　η・

自己価格

弾力性

　ε　臼

支出弾力性

　η’

1．穀類

2．魚介・肉・乳卵

3．野菜・果物

4．外食

5．他の食料

G．G2了5

（0．1768）

1．34G7

（0．1218）

1．2476

（O．1432）

G．8588
（G．2309）

1．075王

（0．1176）

一〇．0圭42

（G．（｝918）

一G．圭980

（0．G2畦2）

一〇．圭842

（0．0287）

一〇．1268

（0．0358）

一〇．里587

（0．0222）

一G，GGぐll

（0．026G）

一〇．69藪

（O，0640）

一〇，1848

（0．0壕64）

一G．1272

（0．0429）

一G．1592

（0．G362）

一｛｝．GO26　　　　　一｛｝．0024　　　　　・・0，　QO42

（O．G圭68）　　　　（｛｝．Oi52）　　　　（0，0270）

一G．圭274　　　　　－0．1154　　　　　－0，2056

（G．（｝圭86）　　　（0．｛｝236）　　　（0，0346）

一〇．5799　　　　　－G．1074　　　　　－0，1913

（0．0509）　　　　（（｝．0242）　　　　（0，0392）

一〇．0816　　　　－0．3915　　　　－0．1317

（（｝．0239）　　　（（｝．正099）　　　（0，0382）

一｛｝．1022　　　　　－0．0925　　　　　－0．5624

（（｝．G正69）　　　（G．0182）　　　（0，0643）

一〇．3023

（G，正912）

1．3667

（0．1339）

三．5360

（O，正611）

O．7468
（0．2758）

1．0940

（0，1659）

一〇．1294

（0，0872）

一〇．5961

（0，1259）

尋．5176
（0．0601）

一〇，lGOl

（O．2752）

一〇．7792

（0．0795）

一〇．3414

（0．1867）

1，2407

（0．1262）

1．5459
（0．2193）　．

0，7428
（0，2258）

1．2575

（0．1464）

譲〉衰9に同じ。

表14　各暗暗条件下における平均情報不正確度の比較

麟約条件なし　制約条件なし　　詞次性条件
（定数項あり）　（定数項なし）

対称性条件 撫法性条件　　他財価格と独立　代替項なし

正．穀類

2．魚介・肉曹孚し夢鐸

3，野菜・果物

弓．外食

5．他の食料

全体

全体（自由度修正緕）

enもrOpy測度

22，029

（27．687）

14，366

（24，271）

14．8嘱

（16．26G）

26．877
（3圭．G20）

16、594

（18．767）

94．710
（58．932）

12L　229

0，3336
（O，正065）

30，358

（47．962）

正5．856

（25．087）

15．718

（17．337）

37．882

（48．692）

21．468

（30．298）

12i．28正

（9G．702）

149．270

G，3298
（G．1（｝03）

22，366

（28，819）

16，697

（24．427）

14．977

（16．5G6）

27．964

（32．隻93）

里7．994

（2正，828）

99，997
（60．958）

123．074

0、3511

（0．0805）

24．325

（3玉．G22）

18．691

（28．586）

15．975
（正5，724）

28．588

（35，G79）

19，001

（23．i62）

lO6．58G
（65，92・茎）

124，G2G

O．345G

（0．0760）

30，414

（42，368）

20．516

（33．220）

16．107

（15．936）

28．947
（37．圭59）

19．3里9

（22．362）

1里5．3G3

（68．855）

124．023

0．35壌
（G．G8（｝8）

25．6圭6

（35．5G9）

圭9、923

（33．068）

20．809

（24．263）

3正．483

（4正．282）

21．559

（31．360）

119．390
（86．079）

131，741

0．3444

（0．0676）

　28．744
（43．538）

　25．618
（畦9．5王3）

　42、5圭5

（51．正G3）

　3圭．497

（4里．245）

　24．OG7
（30．351）

152，381
（正14．314）

正62．540

　0。3395
（G．0639）

註1）清報不正確度の単位は10‘6猷t．s。

註2）括弧内数値は標準偏差。
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出弾力性の推定値は，どの剃約条件下でも，穀類と外食について絶対値で1よ

り小さく，魚介・肉・乳卵，野菜・果物，および他の食料について1より大き

くなっている。このことは，本稿の集計5轡型分類においては，主食の穀類は

下級財，外食は必需財，副食・嗜好晶を多く含む魚介・肉・華墨，野菜・果物，

および他の食料は奢修財として分類されることを意味している。外食が生活必需

財と推定されたことは，学校給食を始めとして，外食がわが国の食生活にとって

必要不可欠の存在となっていることを示罪するものである。また，価格弾力性の

推定値はどの旧約条件下でも全て絶対値で1より小さいことから，わが國の食

料需要は，当該財の価格に対しても，馬鞭の価格に対しても非弾力的であること

が認められ，自己価格に対しては，穀類の需要が最も非弾力的，魚介・肉・乳卵

の需要が相対的に最：も弾力的となっている。

　ここで，需要理論との整合性を満たしている対称性条件付加モデルの場合を取

り上げてみると，表5におけるγη（ゴ≠∫）の推定値の符号より，外食と他の

食料のみが互いに補完財であり，その他の費目の組み舎わせは全て代替関係にあ

ることがみてとれる。一方，表12におけるMarshallの価格弾力性の推定値に

ついては，交差弾力性20通り中16通りにおいて粗補完関係が示されている。

このことは，多くの費還間において価格変化の燐得効果が代替効果を凌駕してい

ることを意味する。

3）冬営約条件下における需要体系の適合度の比較

　表2～表8に示される決定係数は，各需要方程式の適合度に関する統計量で

あって，これらからは需要体系全体の説明力を捉えることはできない。そこで，

同時方程式からなる体系全体の統計的な当てはまりのよさを表す播標として，こ

こでは，The壇19651により提示された情報理論に基づく適合度の尺度である情

報不正確度（infbmlation　inacc耀acy）を用いることによって，各制約条件下に

おける需要体系の説明力を比較・検討することにする。需要方程式の情報不正確

度は，支出比率の観察値をその推定値で斜陽するときの不正確さの尺度として，

　　1。…簗Σ，貼羅n（枷／ずμ）

により定義される。但し，＾は推定値であることを表す（註14）。ム≧0であり，

ハが小さいほど体系全体の当てはまりがよいことを示す。特に，

　　翫ε＝翫重　∀f

が成り立つとき，すなわち，体系全体の適合度が100％のとき1FOとなる。な

お，情報不正確度の単位はNiも（na傭al　lo即賦hmic　dig幻である。また，

StyobeU19821によると，為は，

　　L‘籔癌ε一翫‘牽翫ε1r蓋（枷〃fε）　∀葱，　1ε篇・Σ51μ
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のように，財ゴの需要方程式がムに寄与する部分1μ≧0の和に分解される。このと

き，体系全体の説明力の方程式間不均等度を表す指標として次式のような

enぼopy測度瓦（Theil［⑲671，　Stig翌er〔】968pを定義することができる（註匪5）。

　　玉n8重≡Σ，（L£／1の1籍（1μ／1∂

盈は当てはまりの悪さが特定の方程式に偏るほどその値が大きくなり，体系全体

の情報不正確度への寄与率が方程式問で完全に均等のとき最小値1／ηを，また，当

てはまりの悪さが1本の方程式のみに起因するとき最大値1をとる。本稿の場合

は瓦∈［1／5，1］である。

　表14には観察期闘におけるハ，1月，瓦の箪術平均ττ，笈とそれらの標

準偏差，ならびに，体系全体の平均情報不正確度を自由度に関して修正した，

　　π≡7てη一1）（T－1）／［（η一D（丁織）一。］

なる指標が示されている。但し，cは体系全体の推定すべきパラメータ数を表す。

体系全体における自由度修正済みの平均情報不正確度をみると，尤度比検定でそ

の妥当性が認められなかった，鰯約条件なしモデル（定数項なし）と代替項なし

モデルについて際立って大きな値を示している。その他のモデルについては，制

約条件なしモデル（定数項あり）から，同次性条件付加モデル，対称性条件付加

モデル，撫法性条件付加モデルへと，付加される制約条件が増すにつれて僅かず

つその値が大きくなり，理財価格と独立なモデルではやや大きな値となっている。

このことから，制約条件を課すことによって需要体系全体の説明力は低下するが，

その舗約条件が統計的に妥当なものであれば低下の度合いは小さく，一方，その

制約条件の妥当性が認められない場合には著しく低下することが示唆されよう。

各需要方程式の平均情報不正確度については，代替項なしモデルを除いて，決定

係数の低かった穀類と外食でその値が大きく，各需要方程式の当てはまりに関し

て，両指標の整合性がほぼ保持されていることがみてとれる。また，e凱rOpy測

度はどの舗約条件下においても似通った値を示していることから，モデルの説明

力の方程式問不均等度は，制約条件にはほとんど影響を受けていないとみて差し

支えないであろう。

5．結

　本稿では，わが国の食料需要に関する1963年から199δ年にわたる集計5費

目分類の年次データにRoもterdam　de凱and　s｝・sもemを適言し，需要理論に関する

幾つかの仮説を尤度比検定によって検証するとともに，各制約条件下におけるパ

ラメータと需要弾力性の推定結果，ならびにモデルの適合度について比較・検討
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を行った。これらの分析より得られた結論は以下のように要約される。

　まず，鯛約条件に関する尤度比検定の結果および推定パラメータの符号より，

第1に，需要体系において定数項は必要であり，わが国の食料需要を説明する

上で，習慣形成や嗜好の変化といった，総支出と価格以外の要素の影響を無視で

きないこと，第2に，同次性条件，対称性条件，負性条件という需要理論の要

請する一般的制約条件は，いずれもその妥当性が認められ，わが国の食料需要の

理論整合性が支持されること，第3に，加法性条件の妥当性が受容され，効胴

関数が食料費臼間で強分離可能であること，第4に，他財価格と独立な需要体

系の妥当性は，対立仮説如何では採択され，他財の価格の変化が当該財の需要に

与える影響は，食料需要に関しては無視しうること，第5に，代替項のない需

要体系の妥当性は否定され，食料需要を説明する上で価格は不可欠な要素である

こと，が示された。

　次に，Marshallの需要弾力性の推定結果より，第1に，本稿の集計5費目分

類においては，穀類は下級財，外食は必需財，魚介・肉・乳離，野菜・果物，お

よび他の食料は奢華甲と推定されること，第2に，価格弾力性は自己弾力性，

交差弾力性ともに非弾力的であり，自己価格に対しては穀類の需要が最も非弾力

的，魚介・肉・乳卵の需要が相対的に最も弾力的であること，第3に，価格変

化の所得効果が代替効果を凌駕し，互いに代替財でありながら粗補完関係にある

費目が多くみられること，が確認された。

　更に，断酒度修正済み平均情報不正確度の比較より，新約条件を課すことによ

る需要体系全体の説明力の低下の程度は，尤度比検定によって当該制約条件の妥

当性が受容される場合には小さく，受容されない場合には網対的に大きいこと，

また，entropy測度の比較より，説耐力の需要方程式間不均等度は選出条件には

ほとんど依存しないこと，が示唆された。

　なお，ある解約条件が妥当であるという仮説が統計的検定によって棄却された

場合，そのことは，当該鰯約条件が無効であることを直ちに意味するものではな

く，モデルの特定化における問題，あるいはデータを集計する過程で生ずるバイ

アス（aggregation　bias）に起因することも十分に考えられる。従って，本稿の

結論は，設定された分析モデル，データ，ならびに検定方法等の下で得られた条

件付きのものではあるが，この点を踏まえた上で受け入れるならば，わが国の食

料需要研究に対して若干の有益なファインディングズを示すものとなりえよう。
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（註）

（註1）この需要体系に対する“80tterdam．，”という名称は，モデルを定式化

　したA．P．　BartenとH．　Theilの当時の居住地に因み，　“Rotterdam

　d避erential　logarithmic　moderという形で，　Parks［19691によって初めて

　与えられたものである。

（註2）本稿では，分析の焦点を食料需要に絞るため，消費者の効用関数に関し

　て，食料に対する需要が他の財に対する需要から分離可能であることを暗黙裡

　に仮定している。効用関数の分離可能性は，消費者がまず第1段階において，

　例えば食料，住居，被服，．。．といった種々の財グループに対する支出の配

　分を決定し，次に第2段階において，各財グループの部分効用関数を極大化

　するようにグループ内の諸品目に対する支出の配分を決定する，という2段

　階予算配分（two・stage　bud客etin毬）を意味する。本稿で推定される需要体系

　は，そのうち第2段階の需要に関するもの（conditional　or　seco温・stage

　demand　system；Moschi癒，θ孟al〔1994Pである。なお，2段階予算配分につ

　いては，Gorman［19591，　Deaton　and　Muenbauer【1980bl，　pp．123・127等

　を参照されたい。

（註3）Rotterdam　demaad　syste撮の計測式は，微分方程式を差分方程式で近似

　したものであるため，（5）式を任意の効用関数に積分できるのは観察期間がごく

　短期間の場合に限られ，現実の計量分析に適用される場合には積分不可能性の

　問題が生ずることになる。この点に関する議論の詳細は，Deaton［1974］，　p．

　345を参照されたい。

（註4）本稿で推定される基本的な需要体系である（5）式は，絶対水準で評価した

　価格を用いていることから，絶対価格版（absolute　price　version）の

　Rotもerda獄dem殿d　syste職といわれる。これに対して，

　　　琳εムlnσ月二β’Σ∫酌・△1取～μ＋Σゴシ’，（∠玉三npμ一△1！｝P）牽μ’重　∀ゴ

　　　ム1nP≡Σ’βf△1np’ε

　で与えられる需要体系（レf∫はパラメータ）は，△1鷺pμが差分形のFrischの

　価格指数△短Pによってデフレートされた形となっていることから，相対価格版

　（felatlve　price　version）のRotterdam　demand　systemといわれる。絶対価

　二巴は，需要理論から導かれる旧約条件をパラメータの等式制約として表現し，

　それらの妥当性を尤度比検定等により直接検定することができるという長所を

　有するのに対し，相対価格版は，推定すべきパラメータが根対的に少なくて済

　むので，計測対象とする財の数が観察データ数に比して多い場合に有効である。

（註5）効用関数の分離可能性についての詳細は，Gold鵬an　and　Uzawa［1964】
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　を参照されたい。

（註6）体系に自動的に付加される収支均等条件は，本稿における検証の対象と

　はなりえない。一方，パラメータの等式鰯約として表現することができない負

　性条件については，ここでは尤度比検定の財象とはしていないが，後節で示さ

　れるように，制約条件なしモデル（定数項あり），同次性条件付加モデル，対

　称性条件付加モデルのいずれにおいてもγH≦0∀fが満たされているので，定

　数項を伴う場合には，結果的に負性条件の妥当性は受容されたことになる。な

　お，Barten　and　Geyskens［19751は，　Cholesky分解を用いた負性条件下の推

　定方法を提示し，黒田［1989】はこの方法によってtranslog　demand　system

　（Christensen，θ細エ［1975Pの推定を行っている。

（註7）Laitinen【19781，　Mei髄er［1979】は，それぞれ需要体系の同次性条件，

　対称性条件に関する尤度比検定が棄却の方向にバイアスをもつことを示してい

　る。

（註8）A巖derson［19841，ρP．316－318。

（註9）王も麟蹴ef［1985］による方法が尤度比検定統計量の小標本バイアスを修正

　するのに有効であることは，De　Boer　and　H：arkema［19891のMonte　Carlo実

　験によって例記されている。

（註10）但し，パラメータの非線形鰯解式として表される趣法性条件に関する仮

　説検定の場合を除く。

（註11）誤差項に関する仮定（6）～（8）式の下で，ITSURはパラメータの最尤推

　定値を与える（Oberho£ef撒d　Klmenta［1974】）。なお，常にΣ」恥＝1が成

　り立ち収支均等条件が満たされるため，需要方程式のうちの1本は独立でな

　くなり，誤差項の分散共分散行列は特異となる。従って，これを非特異化する

　ため，需要方程式のうちの1本が体系推定から外されるが，どの需要方程式

　が外されても推定結果は不変である（Barten［1969i，　pp，24・27）。本稿にお

　いては，他の食料の需要方程式を体系推定から外すことにする。

（註12）計測はS｝｛AZAM（White　li978D　vers圭on　7．0による。なお，需要体系に

　加法性条件を課した場合には，準Newton法の一種であるD盆vidon・Fletcher－

　Powell（DFI））法によって非線形推定し，それ以外の場合には線形推定を行う。

（註13）定数項のない場合に負性条件が妥当であるかどうかを判断するためには，

　負性条件を課した上で需要体系を推定して検定を行う必要がある（（註6）参照）。

（註14）Rotterda聡demand　syste搬における支出比率の推定値は以下のように導

　出される（Theil　l1971】，　p．329，　pp．646・647）。支出比率の定義式翫罵ρ∫σ，／

　yの全微分より，

　　　d絃f漏（｛～」／y）dρ，十（P，／y）dα，一（P，α∫／y2）4ソ
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　　　　　＝螺’d1RP　5牽鯉」dl礁αξ一翫d1轟y

　両辺の各項を差分形で近似して，

　　　△酌ε＝薔ε△1npπ＋研εム1鷺α∫一三ε（Σ1ノ轡ノε△1簸ρ」ε十Σ1ノ擢ノε∠』1轟αノε）

　ここで，Rotもerdam　demand　syste瓢の被説明変数と一致する右辺第2項にモ

　デル推定値を代入することによって，△躍ほの推定値が得られる。なお，右辺の

　他の項は相対価格と総支出の変化に関する項で，これらは需要理論より所与と

　みなされる。従って，

　　　曜5¢＝酌‘＿1十△貼ε

　より，支出比率の推定値が得られる。

（註15）ここで用いるentropy測度は，　Stigler【1968】，　pp．31－36による。なお，

　例えばThei1［1967］，　pp，121・123では，夙の逆数の自然対数値

　　　一Σ」（1」ε／1∂1鷺（1，ε／1。）∈i［0，1鶏f2］

　をentrOpy測度として定義している。
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